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概要

この補助金は、介護・障害福祉サービス等事業所に勤務する職員が、介護休業、育児休業、介護
短時間勤務及び育児等短時間勤務を取得する場合に、当該職員の業務を代替する体制の整備
を行った事業者に対し、国の両立支援等助成金に上乗せして補助を行うことで、介護・障害福祉
サービス等事業所で働く職員の勤務環境の向上及び定着の推進を図り、もって介護サービス等
の安定的な提供に資することを目的としています。

補助金支給額

メニュー 対象経費 支給額

代替職員の雇用
（介護休業）

新たに雇用等を
行った業務代替職
員の人件費

基準額と実支出額の少ない方の額から国の助
成金を差し引いた金額
＜基準額（休業取得者１人当たり）＞
１４日以上１か月未満 ３５０千円
１か月以上２か月未満 ６５０千円
２か月以上３か月未満 １，０００千円
３か月以上４か月未満 １，３００千円
４か月以上５か月未満 １，６５０千円
５か月以上６か月未満 ２，０００千円
６か月以上 ２，３００千円

代替職員の雇用
（育児休業）

代替職員の雇用
（介護短時間勤務）

基準額と実支出額の少ない方の額
＜基準額（短時間勤務取得者１人当たり）＞
１４日以上１か月未満 １０５千円
１か月以上２か月未満 １９５千円
２か月以上３か月未満 ３００千円
３か月以上４か月未満 ３９０千円
４か月以上５か月未満 ４９５千円
５か月以上６か月未満 ６００千円
６か月以上 ６９０千円

代替職員の雇用
（育児短時間勤務）

手当支給
（介護休業）

業務を代替する既
存職員に支給する
手当

基準額と実支出額の少ない方の額から国の助
成金を差し引いた金額
＜基準額（休業取得者１人当たり）＞
１か月当たり １３３千円

手当支給
（育児休業）

手当支給
（介護短時間勤務）

基準額と実支出額の少ない方の額から国の助
成金を差し引いた金額
＜基準額（短時間勤務取得者１人当たり）＞
１か月当たり ４０千円

手当支給
（育児短時間勤務）

求人広告費
代替職員の雇用に
要する求人広告費
等

基準額と実支出額の少ない方の額
＜基準額（１件当たり）＞

１０千円

職場環境改善経費
事業所の職場環境
改善のための取組
に要する経費

基準額と実支出額の少ない方の額
＜基準額（１件当たり）＞

１０千円
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対象事業所

＜介護サービス＞

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、
（介護予防）特定施設入居者生活介護、養護老人ホーム、（介護予防）短期入所生活介護、（介護
予防）短期入所療養介護、訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予
防）訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、通所
介護、療養通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）認知症対応型通所介護、
（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型特定施設入
居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、地域密着型通所介護、居宅介
護支援、介護予防支援、（介護予防）居宅療養管理指導、（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護
予防）福祉用具販売

＜障害福祉サービス等＞

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、療養介護、
生活介護、施設入所支援、自立生活援助、共同生活援助、自立訓練、就労選択支援、就労移行支
援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、児童発達支援、医療型児童発達支援、
放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、
医療型障害児入所施設、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援、児童
発達支援センター

〇都内の介護事業所、都内の障害福祉サービス事業所、障害福祉サービスにおけるいわゆる
都外施設（対象となるサービス種別は以下のとおり）

〇事業所を運営する法人の要件は以下のとおり

・資本金の額若しくは出資の総額が５千万円以下又は常時雇用する労働者（２か月を超えて使
用される者であり、かつ週当たりの所定労働時間が、当該事業主に雇用される通常の労働者
と概ね同等である者）の数が１００人以下（※）であること。
※育児休業及び育児短時間勤務については３００人以下

・雇用保険適用事業所の事業主であること

・国の両立支援等助成金（「介護離職防止支援コース」の「業務代替支援」及び「育休中等業務代
替支援コース」に限る。）の支給決定を受けていること。
※介護短時間勤務、育児短時間勤務の取得に係る代替職員の雇用等に対する経費、求人広

告費、職場環境改善経費を除く

・暴力団または法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に
暴力団員がいないこと。

対象職員

＜介護サービス＞

〇介護職員、訪問介護員、支援員、サービス提供責任者、生活相談員、支援相談員、医師、歯科
医師、看護職員、機能訓練指導員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、放射線技師、栄養
士、管理栄養士、薬剤師、歯科衛生士、調理員、福祉用具専門相談員等

〇介護支援専門員又は計画作成担当者

＜障害福祉サービス等＞

〇訪問介護員、生活支援員、児童指導員、指導員、保育士、世話人、職業指導員、地域移行支援
員、就労支援員、訪問支援員、介護職員、相談支援専門員、医師、看護職員、理学療法士、作
業療法士、言語聴覚士、機能訓練担当職員、心理担当職員、職業指導員、栄養士、管理栄養士、
調理員等

〇サービス提供責任者、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者3



支給対象経費

１ 代替職員の雇用
育児休業・介護休業、短時間勤務を取得する職員の業務を補うため、新たに代替職員の雇用等
を行った際の人件費を支援します。

２ 業務代替手当の支払い
休業等取得者の業務を代替する職員に対し業務代替手当を支払った際、その経費を支援しま
す。

３ 求人広告費（加算）
1の代替職員の雇用を行う際に要する求人広告費等を支援します。

４ 職場環境改善経費（加算）
働きやすい職場環境づくりに向けて、事業所の職場環境改善のための取組に要する経費を支
援します。

※3、4のみの申請はできません。
※４については、東京都が別途実施している「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業」に
おいて、「仕事と育児・介護が両立できる取組を実施している」の項目を達成することが要
件となります（申請時点では見込みでも構いません。）

区分ごとの国助成金の要否

補助メニュー
両立支援等助成金

への申請
対応する国のコース

代替職員の雇用（介護休業） 必要
介護離職防止支援コース／業務
代替支援

代替職員の雇用（育児休業） 必要
育休中等業務代替支援コース／
新規雇用（育児休業）

代替職員の雇用（介護短時間勤務） 不要 －

代替職員の雇用（育児短時間勤務） 不要 －

業務代替手当（介護休業） 必要
介護離職防止支援コース／業務
代替支援

業務代替手当（育児休業） 必要
育休中等業務代替支援コース／
手当支給等（育児休業）

業務代替手当（介護短時間勤務） 必要
介護離職防止支援コース／業務
代替支援

業務代替手当（育児短時間勤務） 必要
育休中等業務代替支援コース／
手当支給等（短時間勤務）

求人広告費 不要 －

職場環境改善経費 不要 －
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対象となる休業等

介護休業
育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業及び同法第２４条第３項の規定により介護
休業に関する制度に準じて講ずることとされる措置に係る休業をいいます。

介護短時間勤務

育児・介護休業法第２３条第３項及び同法施行規則第７４条の２第１号に規定する所定労働時間
を短縮する制度をいう。当該制度について、事業主が育児・介護休業法を上回る措置を労働協
約又は就業規則に規定している場合は当該措置も含めます。
１日の所定労働時間を１時間以上短縮する制度であることが必要です。

＜介護の対象となる家族＞
育児・介護休業法第２条第４号に規定する対象家族の範囲内とし、同条第３号に規定する要介護
状態にある者とします。

＜要介護状態＞
負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を
必要とする状態（介護保険制度の要介護状態区分について要介護２以上等）

育児休業
育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（出生時育児休業を含む。）、同法第２３条第
２項に規定する育児休業に関する制度に準ずる措置に係る休業及び同法第２４条第１項の規定
により、育児休業に関する制度に準じて講ずることとされる措置に係る休業をいう。
※産後休業の終了後引き続き育児休業を取得する場合には、産後休業の期間を含める。
※令和６年１月１日以降に取得する休業を対象とする。

育児短時間勤務
育児・介護休業法第２３条第１項に規定する所定労働時間の所定労働時間を短縮する制度をいう。
３歳未満の子を養育する対象者について、１か月以上取得させるものが対象。
なお、１日の所定労働時間が７時間以上の者（所定労働時間が７時間未満となる日が１週ごとに２
日以内の者に限る。）について、１日の所定労働時間を１時間以上短縮している短時間勤務制度で
あること。
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支給申請までの流れ

１ 職場環境整備、就業規則等に介護・育児休業等を盛り込む
【法人管理者、施設長等】

２ 介護・育児休業、短時間勤務を利用【職員】

４ 国の両立支援等助成金に申請【法人管理者】

５ 両立支援等助成金の支給決定【労働局】

６ 本補助金への申請【法人管理者】(※)

３ 休業等取得者の業務を代替する職員の雇用等、または既存職員への
業務代替手当の支給【法人管理者、施設長等】

※都への申請は国と同時並行でも可
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メニューごとの補助要件、手続等の詳細

〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（新規雇用））の支給決定を受けていること

② 対象労働者に連続５日以上の介護休業を取得させていること ※

③
対象労働者（介護休業取得者）の代替要員を、新たな雇い入れまた
は新たな派遣受入れにより確保したこと

※

④
対象労働者を介護休業開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者
として継続して雇用していること

※

⑤
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

※

※印の要件は、国の両立支援等助成金の介護離職防止支援コース（業務代替支援）で設定されて
いる要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要件にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替職員の人件費）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

業務代替期間 補助基準額

１４日以上１か月未満 ３５０千円

１か月以上２か月未満 ６５０千円

２か月以上３か月未満 １，０００千円

３か月以上４か月未満 １，３００千円

４か月以上５か月未満 １，６５０千円

５か月以上６か月未満 ２，０００千円

６か月以上 ２，３００千円

・補助基準額：業務代替期間（介護休業取得職員１人当たり）

・国の両立支援等助成金の支給相当額

２００千円（連続15日以上の介護休業を取得した場合は３００千円）

１ 代替職員の雇用（介護休業）
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〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

介護休業申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
休業等対象者の家族が介護状態であ
ることが確認できる資料

介護保険被保険者証、医師等が交付す
る証明書類の写し等

⑩
代替職員の雇用等開始時期が確認で
きる資料

労働条件通知書、辞令、人材派遣の契
約書の写し等

⑪
代替職員の所定労働時間が確認でき
る資料

労働条件通知書、人材派遣の契約書の
写し等

⑫
代替職員に支払った給料等の金額が
確認できる資料

賃金台帳、派遣会社の請求書・領収書
の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（新規雇用））の支給決定を受けていること

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「介護離職防止支援コース（業務代替支援
（新規雇用））」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定を受けている
ことが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

② 対象労働者に連続５日以上の介護休業を取得させていること

・当該５日とは、所定労働日に対する休業日数です。例えば、土曜日と日曜日が所定休日であ
る職員が、木曜日から日曜日までの５日間の介護休業を取得したとしても、３日間とカウント
され要件を満たしません。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP52
を御確認ください。

③
対象労働者（介護休業取得者）の代替要員を、新たな雇い入れまた
は新たな派遣受入れにより確保したこと

代替要員は、次のすべてを満たしている必要があります。
・介護休業取得者の業務を代替していること
・対象労働者と同じ事業所、部署で勤務していること
・所定労働時間が対象労働者の２分の１以上であること
・対象労働者の業務について、当該介護休業中に代替した期間が存在し、その期間が介護休業
期間の８割以上であること

・代替要員としての雇用契約または派遣契約の開始時期が、介護休業取得者の対象家族の要
介護の事実について事業主が知った日、または介護休業開始日の６か月前までのいずれか
遅い日以降であること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP50
～P51を御確認ください。

④
対象労働者を介護休業開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者
として継続して雇用していること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP52
を御確認ください。
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※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP52
を御確認ください。

⑤
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

・以下の制度を定めている必要があります。（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけ
では認められません。）

育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業
育児・介護休業法第23条第３項に規定する所定労働時間の短縮等の措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必要
があります。

・介護休業に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約または就業規則に規定され、その規
定の範囲内で運用していることが必要です。
※当該休業等期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用だけ

でなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

・対象労働者の介護休業開始前に規定されている必要があります。

〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる介護休業は、令和７年度以前から継続している休業も対象とし
ます。

・ただし、補助対象となる経費は、令和８年４月１日以降に発生した経費となります。

＜イメージ＞

介護休業

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、介護休業を取得し、当該期間に代替
職員を雇用等した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から同年９月３０日
までの６か月間となります。

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について

申請期限は、対象となる介護休業終了日の翌日から２か月以内となっています。
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〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
１５０万円（＠３０万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、介護休業を取得した職員の
代替として職員を新たに雇用等した場合

＜補助基準額＞
２００万円（補助要綱より、「５か月以上６か月未満」の支給区分を適用）

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
３０万円
※介護離職防止コース（業務代替支援（新規雇用））では、連続15日以上の休業で30万円

の支給となっている。（支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP28参照）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ １２０万円

150万円 30万円

〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護休業・育児休業）

① ②

③
④

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑩

①介護休業を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④介護休業を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤被介護者の情報を記載
⑥介護休業の取得期間を記載 ※添付資料（介護休業申出書等）と一致している必要があります。
⑦代替職員の雇用期間や人材派遣職員の派遣期間を記載

※労働条件通知書、人材派遣の契約書等と一致している必要があります。
⑧給与等支払期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容と

に合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑨給与支払額は、賃金台帳や人材派遣の請求書・領収書等と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。 11



〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替職員の人件費）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

業務代替期間 補助基準額

１４日以上１か月未満 ３５０千円

１か月以上２か月未満 ６５０千円

２か月以上３か月未満 １，０００千円

３か月以上４か月未満 １，３００千円

４か月以上５か月未満 １，６５０千円

５か月以上６か月未満 ２，０００千円

６か月以上 ２，３００千円

・補助基準額：業務代替期間（育児休業取得職員１人当たり）

・国の両立支援等助成金の支給相当額（育児休業取得職員１人当たり）

２ 代替職員の雇用（育児休業）

業務代替期間 補助基準額

７日以上１４日未満 ９０千円

１４日以上１か月未満 １３５千円

１か月以上３か月未満 ２７０千円

３か月以上６か月未満 ４５０千円

６か月以上１年未満 ６７５千円

１年以上 ８１０千円
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〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（新
規雇用（育児休業））の支給決定を受けていること

② 対象労働者に７日以上の育児休業を取得させたこと ※1

③
対象労働者（育児休業取得者）の代替要員を、新たな雇い入れまた
は新たな派遣受入れにより確保したこと

※1

④
対象育児休業取得者を育児休業の開始日及び職場復帰後、支給申請
日までの間において、雇用保険被保険者として雇用していたこと。

※1

⑤ 育児休業制度などを労働協約または就業規則に定めていること ※1

⑥
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※1

⑦
育児休業取得者を原職等に復帰させる旨を労働協約または就業規則
に定めていること

※1
※2

⑧ 育児休業終了後、対象労働者を原則として原職等に復帰させたこと
※1
※2

⑨
対象労働者を原職等に復帰した日から支給申請日までの３か月以上
継続した期間について、雇用保険被保険者として雇用していること

※1
※2

※1の要件は、国の両立支援等助成金の育休中等業務代替支援コース（新規雇用（育児休業））
で設定されている要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要件
にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

※2の要件は、対象労働者の育児休業期間が１か月以上の場合に求められるものとなります。
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〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

育児休業申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
休業等対象者が育児中であることが
確認できる資料

母子健康手帳、住民票の写し（子の年
齢や続柄が確認できるもの）等

⑩
産後休業の取得状況が確認できる資
料（産後休業に引き続き育児休業を
取得する場合のみ）

出勤簿、タイムカード、休暇簿等

⑪
代替職員の雇用等開始時期が確認で
きる資料

労働条件通知書、辞令、人材派遣の契
約書の写し等

⑫
代替職員の所定労働時間が確認でき
る資料

労働条件通知書、人材派遣の契約書の
写し等

⑬
代替職員に支払った給料等の金額が
確認できる資料

賃金台帳、派遣会社の請求書・領収書
の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（新
規雇用（育児休業））の支給決定を受けていること

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「育休中等業務代替支援コース（新規雇用
（育児休業））」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定を受けている
ことが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

② 対象労働者に７日以上の育児休業を取得させたこと

・対象となる育児休業（※）は、令和６年１月１日以降に開始するものである必要があります。
（※）産後休業から連続して育児休業を取得する場合は、産後休業の開始日で判定します。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP127
を御確認ください。

③
対象労働者（育児休業取得者）の代替要員を、新たな雇い入れまた
は新たな派遣受入れにより確保したこと

代替要員は、次のすべてを満たしている必要があります。
・育児休業取得者の業務を代替していること
・育児休業取得者と同じ事業所、部署で勤務していること
・所定労働時間が育児休業取得者の２分の１以上であること
・新たな雇い入れまたは新たな派遣の受入れにより確保された者であること
・育児休業取得者の業務について、育児休業期間中に代替した期間が存在すること
・代替要員としての雇用・派遣を開始した時期が、育児休業取得者(もしくはその配偶者)の
妊娠の事実を事業主が知った日以降であること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP126
を御確認ください。

・産後休業から連続して育児休業を取得する場合は、産後休業を含めて７日以上となっていれ
ば対象となります。
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④
対象育児休業取得者を育児休業の開始日及び職場復帰後、支給申請
日までの間において、雇用保険被保険者として雇用していたこと。

・対象労働者について、当該育児休業（産後休業の終了後引き続き育児休業をする場合には、
産後休業を含む）の開始日及び職場復帰後、支給申請日までの間において、雇用保険被保険
者として雇用している必要があります

⑤ 育児休業制度などを労働協約または就業規則に定めていること

⑥
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP128
を御確認ください。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP128
を御確認ください。

対象労働者の育児休業開始の前日までに、以下の制度すべてを定めている必要があります。
（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけでは認められません。）
・育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業

※育児・介護休業法第９条の２に規定する出生時育児休業（産後パパ育休）を含む。
・育児・介護休業法第23条に定める育児のための所定労働時間の短縮措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必
要があります。

・育児休業及び育児のための短時間勤務制度に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約
または就業規則に規定され、その規定の範囲内で運用していることが必要です。
※育児休業等の期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用

だけでなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文

化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

・一般事業主行動計画とは、次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育
ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働
条件の整備などに取り組むに当たって、（1）計画期間、（2）目標、（3）目標達成のための対策
及びその実施時期を定めるものです。
https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html

・一般事業主行動計画は、申請時点において有効である（申請日が行動計画の期間内に含まれ
ている）必要があります。

・当該行動計画は、支給申請日までに、策定、届出、公表及び周知されている必要があります。

・プラチナくるみん認定を受けている事業主は、行動計画の策定・届出がなくても支給対象と
なります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP128
を御確認ください。
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⑦
育児休業取得者を原職等に復帰させる旨を労働協約または就業規則
に定めていること

・育児休業取得者の職場復帰までに規定している必要があります。

⑧ 育児休業終了後、対象労働者を原則として原職等に復帰させたこと

⑨
対象労働者を原職等に復帰した日から支給申請日までの３か月以上
継続した期間について、雇用保険被保険者として雇用していること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP129
を御確認ください。

・期間内に解雇・退職している場合や、継続雇用していても雇用保険被保険者でなくなった場
合には対象となりません。

・当該３か月間の間に雇用形態や給与形態の不合理な変更を行っている場合は、支給対象外と
なります。

・当該３か月間は、５割以上就業している必要があります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP130
を御確認ください。

※本要件は、育児休業期間が１か月以上である場合に適用されます。

・原職とは、休業前に就いていた部署(※)と同一の部署であり、かつ同一の職務であることを
言います。
※ 「部署」とは組織の最小単位を言い、例えば、「○○係」や「○○課」などです。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP129
を御確認ください。

※本要件は、育児休業期間が１か月以上である場合に適用されます。

・原職への復帰でなくても、「原職相当職」への復帰であれば、支給対象となります。

・育児休業後の職制上の地位が、休業前を下回っていないことが必要です。

・本人の希望により原職等以外で復帰する場合であっても、当該希望が面談記録等により確認
できれば、支給対象となります。
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〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる育児休業は、令和６年１月１日以降に開始されたものであれば、
令和７年度以前から継続している休業も対象とします。

・ただし、補助対象となる経費は、令和８年４月１日以降に発生した経費となります。

令和８年２月１日から同年７月３１日までの６か月間、介護休業を取得し、当該期間に代替
職員を雇用等した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から同年７月３１日
までの４か月間となります。

＜イメージ＞

育児休業

R8.2.1 R8.7.31R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
１５０万円（＠３０万円×５か月） という事例を想定

令和８年３月31日に出産。４月１日から同年５月26日まで産後休業を取得し、
引き続き同年８月３１日までの育児休業を取得した職員の代替として職員を新た
に雇用等した場合 ※産後休業と育児休業を合わせて５か月取得

＜補助基準額＞
２００万円（補助要綱より、「５か月以上６か月未満」の支給区分を適用）

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
４５万円
※育休中等業務代替支援コースの新規雇用（育児休業）における「３か月以上６か月未満」

の支給額（支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP94参照）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ １０5万円

150万円 45万円

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について
・育児休業期間が１か月未満の場合は、育児休業終了日の翌日から２か月以内
・育児休業期間が１か月以上の場合は、育児休業終了日の翌日から３か月を経過する日の
翌日から２か月以内

・育児休業期間が１年以上の場合は、複数回に分けて申請（①育児休業期間が１か月経過す
る日の翌日から２か月以内、②育児休業期間が１年経過する日の翌日から２か月以内等）
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〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護休業・育児休業）

①
②

③ ④ ⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑩

①育児休業を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④育児休業を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤育児中の子の情報を記載
⑥産後休業及び育児休業の取得期間を記載

※添付資料（育児休業申出書等）と一致している必要があります。
⑦代替職員の雇用期間や人材派遣職員の派遣期間を記載

※労働条件通知書、人材派遣の契約書等と一致している必要があります。
⑧給与等支払期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容と

に合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑨給与支払額は、賃金台帳や人材派遣の請求書・領収書等と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。
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〇補助額

補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替職員の人件費）を比較して低い方の額

業務代替期間 補助基準額

１４日以上１か月未満 １０５千円

１か月以上２か月未満 １９５千円

２か月以上３か月未満 ３００千円

３か月以上４か月未満 ３９０千円

４か月以上５か月未満 ４９５千円

５か月以上６か月未満 ６００千円

６か月以上 ６９０千円

・補助基準額：業務代替期間（介護短時間勤務取得職員１人当たり）

３ 代替職員の雇用（介護短時間勤務）

※本メニューに相当する国の両立支援等助成金のコースはないため、都の単独補助となり
ます。
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〇補助要件

①
対象労働者が合計15日以上の介護のための短時間勤務制度を利用し
たこと

②
対象労働者（介護短時間勤務制度取得者）の代替要員を、新たな雇
い入れまたは新たな派遣受入れにより確保したこと

③
対象労働者を介護短時間勤務開始日から支給申請日まで雇用保険被
保険者として継続して雇用していること

④
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する短時間勤務等の制度の内容が
明記されている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

介護短時間勤務申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
短時間勤務対象者の家族が介護状態
であることが確認できる資料

介護保険被保険者証、医師等が交付す
る証明書類の写し等

⑦
短時間勤務取得職員の1日の所定労
働時間が確認できる資料

取得後の雇用契約書、労働条件通知書、
短時間勤務申出書・承認書等

⑧
代替職員の雇用等開始時期が確認で
きる資料

労働条件通知書、辞令、人材派遣の契
約書の写し等

⑨
代替職員の所定労働時間が確認でき
る資料

労働条件通知書、人材派遣の契約書の
写し等

⑩
代替職員に支払った給料等の金額が
確認できる資料

賃金台帳、派遣会社の請求書・領収書
の写し等
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〇補助要件の詳細

①
対象労働者が合計15日以上の介護のための短時間勤務制度を利用し
たこと

・当該15日とは、所定労働日に対する日数です。 例えば、土曜日及び日曜日が所定休日であ
る労働者について、土曜日と日曜日はカウントしません。

・1日の所定労働時間を１時間以上短縮する短時間勤務制度が対象となります。

②
対象労働者（介護短時間勤務取得者）の代替要員を、新たな雇い入
れまたは新たな派遣受入れにより確保したこと

代替要員は、次のすべてを満たしている必要があります。
・介護短時間勤務取得者の業務を代替していること
・介護短時間勤務取得者と同じ事業所、部署で勤務していること
・新たな雇い入れまたは新たな派遣の受入れにより確保された者であること
・対象労働者の業務について、当該介護短時間勤務期間中に代替した期間が存在し、その期間
が介護短時間勤務期間の８割以上であること

・代替要員としての雇用契約または派遣契約の開始時期が、介護短時間勤務取得者の対象家
族の要介護の事実について事業主が知った日、または介護短時間勤務開始日の６か月前ま
でのいずれか遅い日以降であること

③
対象労働者を介護短時間勤務開始日から支給申請日まで雇用保険被
保険者として継続して雇用していること

④
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

・以下の制度を定めている必要があります。（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけ
では認められません。）

育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業
育児・介護休業法第23条第３項に規定する所定労働時間の短縮等の措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必要
があります。

・介護休業に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約または就業規則に規定され、その規
定の範囲内で運用していることが必要です。
※当該休業等期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用だけ

でなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

・対象労働者の介護休業開始前に規定されている必要があります。

22



〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる介護短時間勤務は、令和７年度以前から継続している短時間勤
務も対象とします。

・ただし、補助対象となる経費は、令和８年４月１日以降に発生した経費となります。

＜イメージ＞

介護短時間勤務

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、介護短時間勤務を取得し、当該期間に
代替職員を雇用等した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から同年９月３０日
までの６か月間となります。

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
75万円（＠15万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、介護休業を取得した職員の
代替として職員を新たに雇用等した場合

＜補助基準額＞
6０万円（補助要綱より、「５か月以上６か月未満」の支給区分を適用）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ≔ 6０万円

60万円
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〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護短時間勤務・育児短時間勤務）

①
②

③ ④ ⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

①介護短時間勤務を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間（介護短時間勤務取得前のもの）を記載
④介護短時間勤務を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤被介護者の情報を記載
⑥介護短時間勤務の取得期間を記載 ※添付資料（介護短時間勤務申出書等）と一致している

必要があります。
⑦代替職員の雇用期間や人材派遣職員の派遣期間を記載

※労働条件通知書、人材派遣の契約書等と一致している必要があります。
⑧給与等支払期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容と

に合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑨給与支払額は、賃金台帳や人材派遣の請求書・領収書等と一致している必要があります。
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〇補助額

補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替職員の人件費）を比較して低い方の額

業務代替期間 補助基準額

１４日以上１か月未満 １０５千円

１か月以上２か月未満 １９５千円

２か月以上３か月未満 ３００千円

３か月以上４か月未満 ３９０千円

４か月以上５か月未満 ４９５千円

５か月以上６か月未満 ６００千円

６か月以上 ６９０千円

・補助基準額：業務代替期間（介護短時間勤務取得職員１人当たり）

４ 代替職員の雇用（育児短時間勤務）

※本メニューに相当する国の両立支援等助成金のコースはないため、都の単独補助となり
ます。
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〇補助要件

①
３歳未満の子を養育する労働者が、育児のための短時間勤務制度を
１か月以上利用したこと

②
対象労働者（育児短時間勤務制度取得者）の代替要員を、新たな雇
い入れまたは新たな派遣受入れにより確保したこと

③
対象労働者を育児短時間勤務開始日から支給申請日まで雇用保険被
保険者として継続して雇用していること

④
育児のための短時間勤務制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する短時間勤務等の制度の内容が
明記されている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

育児短時間勤務申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
短時間勤務対象者が育児中であるこ
とが確認できる資料

母子健康手帳、住民票の写し（子の年
齢や続柄が確認できるもの）等

⑦
短時間勤務取得職員の1日の所定労
働時間が確認できる資料

取得後の雇用契約書、労働条件通知書、
短時間勤務申出書・承認書等

⑧
代替職員の雇用等開始時期が確認で
きる資料

労働条件通知書、辞令、人材派遣の契
約書の写し等

⑨
代替職員の所定労働時間が確認でき
る資料

労働条件通知書、人材派遣の契約書の
写し等

⑩
代替職員に支払った給料等の金額が
確認できる資料

賃金台帳、派遣会社の請求書・領収書
の写し等
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〇補助要件の詳細

①
３歳未満の子を養育する労働者が、育児のための短時間勤務制度を
１か月以上利用したこと

・対象となる短時間勤務制度は、１日の所定労働時間が７時間以上の労働者（かつ所定労
働時間が７時間未満となる日が１週ごとに２日以内）について、１日の所定労働時間を
１時間以上短縮している制度である必要があって、労働協約または就業規則に規定さ
れた制度の範囲内である必要があります

②
対象労働者（育児短時間勤務制度取得者）の代替要員を、新たな雇
い入れまたは新たな派遣受入れにより確保したこと

③
対象労働者を育児短時間勤務開始日から支給申請日まで雇用保険被
保険者として継続して雇用していること

④
育児のための短時間勤務制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

対象労働者の育児短時間勤務開始の前日までに、以下の制度すべてを定めている必要があり
ます。 （育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけでは認められません。）
・育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業

※育児・介護休業法第９条の２に規定する出生時育児休業（産後パパ育休）を含む。
・育児・介護休業法第23条に定める育児のための所定労働時間の短縮措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必
要があります。

・育児休業及び育児のための短時間勤務制度に係る手続や賃金の取扱等について、労働協
約または就業規則に規定され、その規定の範囲内で運用していることが必要です。
※短時間勤務制度利用中の短縮期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合
でも、実際の運用だけでなく規定化されている必要があります。

・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

代替要員は、次のすべてを満たしている必要があります。
・育児短時間勤務取得者の業務を代替していること
・育児短時間勤務取得者と同じ事業所、部署で勤務していること
・新たな雇い入れまたは新たな派遣の受入れにより確保された者であること
・代替要員としての雇用・派遣を開始した時期が、育児休業取得者(もしくはその配偶者)の
妊娠の事実を事業主が知った日以降であること
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・対象となる短時間勤務制度利用は、令和６年１月１日以降に開始するものである必要が
あります。



〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる育児短時間勤務は、令和６年１月１日以降に開始されたものであ
れば、 令和７年度以前から継続している休業も対象とします。

・ただし、補助対象となる経費は、令和８年４月１日以降に発生した経費となります。

＜イメージ＞

育児短時間勤務

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、育児短時間勤務を取得し、当該期間に
代替職員を雇用等した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から同年９月３０日
までの６か月間となります。

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
75万円（＠15万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、育児短時間勤務を取得した
職員の代替として職員を新たに雇用等した場合

＜補助基準額＞
6０万円（補助要綱より、「５か月以上６か月未満」の支給区分を適用）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ≔ 6０万円

60万円
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〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護短時間勤務・育児短時間勤務）

①
②

③ ④ ⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

①育児短時間勤務を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間（介護短時間勤務取得前のもの）を記載
④介護短時間勤務を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤被介護者の情報を記載
⑥育児短時間勤務の取得期間を記載 ※添付資料（育児短時間勤務申出書等）と一致している

必要があります。
⑦代替職員の雇用期間や人材派遣職員の派遣期間を記載

※労働条件通知書、人材派遣の契約書等と一致している必要があります。
⑧給与等支払期間は、始期は令和８年４月１日以降にしてください。（令和７年度以前の経費は補

助対象外となります。）
⑨給与支払額は、賃金台帳や人材派遣の請求書・領収書等と一致している必要があります。
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〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（手当支給等：介護休業））の支給決定を受けていること

②
業務の見直し・効率化のための取組を、いずれも対象労働者の介護
休業期間における業務代替期間開始日の前日までに実施すること

※

③
対象労働者の業務を、事業主が雇用する労働者（業務代替者）に代
替させていること

※

④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

※

⑤ 対象労働者に連続５日以上の介護休業を取得させていること ※

⑥
対象労働者を介護休業開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者
として継続して雇用していること

※

⑦
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

※

※印の要件は、国の両立支援等助成金の介護離職防止支援コース（業務代替支援）で設定されて
いる要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要件にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替手当の支給額）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

・補助基準額

・国の両立支援等助成金の支給相当額

５０千円（連続15日以上の介護休業を取得した場合は１００千円）

５ 業務代替手当の支給（介護休業）

１か月当たり１３３千円
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〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

介護休業申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
休業等対象者の家族が介護状態であ
ることが確認できる資料

介護保険被保険者証、医師等が交付す
る証明書類の写し等

⑩
業務代替職員への代替手当の支給額
を確認できる資料

賃金台帳の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（手当支給等：介護休業））の支給決定を受けていること

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「介護離職防止支援コース（業務代替支援
（手当支給等：介護休業）」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定を
受けていることが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

②
業務の見直し・効率化のための取組を、いずれも対象労働者の介護
休業期間における業務代替期間開始日の前日までに実施すること

以下の取組を実施する必要があります。
・次の①～③のいずれかを実施し、その結果を国の両立支援等助成金の支給申請書で確認
できること
①業務の一部の休止・廃止
②手順・工程の見直し等による効率化、業務量の減少
③マニュアル等の作成による業務、作業手順の標準化

・対象労働者の担当業務について、休業期間中の分担を明確にし、業務代替者の上司や人事
労務担当者が、業務代替者に対して、代替業務の内容、賃金について面談により説明して
いること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP57
を御確認ください。

③
対象労働者の業務を、事業主が雇用する労働者（業務代替者）に代
替させていること

業務を代替する者（業務代替者）は、次の①と②を満たしている必要があります。
①採用日が、対象労働者の対象家族の要介護の事実を事業主が知った日以前であること
※要介護の事実を把握した後に代替要員の採用や派遣社員の受入れをしたのではなく、

あくまで既存の労働者に業務を代替させていることを確認するためです。
②業務代替期間が、介護休業期間のうち連続５日以上であること
※業務代替者は複数人いても構いませんが、１人につき連続５日以上の業務代替期間が必要

です

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP56
を御確認ください。
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⑦
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

・以下の制度を定めている必要があります。（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけ
では認められません。）

育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業
育児・介護休業法第23条第３項に規定する所定労働時間の短縮等の措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必要
があります。

・介護休業に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約または就業規則に規定され、その規
定の範囲内で運用していることが必要です。
※当該休業等期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用だけ

でなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

・対象労働者の介護休業開始前に規定されている必要があります。

⑤ 対象労働者に連続５日以上の介護休業を取得させていること

・当該５日とは、所定労働日に対する休業日数です。例えば、土曜日と日曜日が所定休日であ
る職員が、木曜日から日曜日までの５日間の介護休業を取得したとしても、３日間とカウント
され要件を満たしません。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP58
を御確認ください。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP58
を御確認ください。

⑥
対象労働者を介護休業開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者
として継続して雇用していること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP58
を御確認ください。

④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

以下の取組を実施する必要があります。
・「業務代替手当」「特別業務手当」など、代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業
規則に規定していること
※当該手当は、労働時間に応じて支給されるもの（例：時間外労働に対する手当）ではなく、

代替する職務内容を評価するものである必要があります。
※対象労働者の介護休業開始日の前日までに規定する必要があります。

・規定した賃金制度に基づき、業務代替者の賃金が増額されていること
※業務代替期間（介護休業期間のうち連続５日以上）における賃金が、１人につき１日（暦日）

当たり500円以上または１月当たり１万円以上のうち、いずれか低い方の額以上増額さ
れている必要があります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP57
を御確認ください。
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〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる介護休業は、令和７年度以前から継続している休業も対象とし
ます。

＜イメージ＞

介護休業

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、介護休業を取得し、当該期間に既存
職員に業務代替手当を支給した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から
同年９月３０日までの６か月間となります。

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
40万円（＠8万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、介護休業を取得した職員の
代替として既存職員に業務代替手当を支給した場合

＜補助基準額＞
66.5万円（補助要綱より、1月当たり13.3万円×５か月 という計算）

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
1０万円
※介護離職防止コース（業務代替支援（新規雇用））では、連続15日以上の休業で10万円

の支給となっている。（支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP28参照）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ 3０万円

40万円 10万円

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について

申請期限は、対象となる介護休業終了日の翌日から２か月以内となっています。
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〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護休業・育児休業）

① ②

③
④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

①介護休業を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④介護休業を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤被介護者の情報を記載
⑥介護休業の取得期間を記載 ※添付資料（介護休業申出書等）と一致している必要があります。
⑦業務代替期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容に

合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑧代替期間（月数）は、時期によって代替する職員が異なっていたとしても、通算での代替期間を

記入してください。また、１つの月に複数の職員が代替していたとしても重複カウントはしません。
⑨手当支払額は、賃金台帳の内容と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。
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〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（手
当支給等(育児休業)）の支給決定を受けていること

②
対象労働者（育児休業取得者）の業務を、事業主が雇用する労働者
（業務代替者）に代替させていること

※１

③ 業務の見直し・効率化のための取組を実施していること ※１

④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

※１

⑤ 対象労働者に７日以上の育児休業を取得させていること ※１

⑥ 育児休業制度などを労働協約または就業規則に定めていること ※１

⑦
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※１

⑧
育児休業取得者を原職等に復帰させる旨を労働協約または就業規則
に定めていること

※１
※２

⑨ 育児休業終了後、対象労働者を原則として原職等に復帰させたこと
※１
※２

⑩
対象労働者を原職等に復帰した日から支給申請日までの３か月以上
継続した期間について、雇用保険被保険者として雇用していること

※１
※２

〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替手当の支給額）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

・補助基準額

・国の両立支援等助成金の支給相当額

業務代替者に支給した手当の総額の３/４
※10万円/月が助成金の上限 ※代替期間24か月分まで対象

６ 業務代替手当の支給（育児休業）

１か月当たり１３３千円

※1の要件は、国の両立支援等助成金の介護離職防止支援コース（業務代替支援）で設定されて
いる要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要件にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

※2の要件は、対象労働者の育児休業期間が１か月以上の場合に求められるものとなります。
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〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

育児休業申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
休業等対象者が育児中であることが
確認できる資料

母子健康手帳、住民票の写し（子の年
齢や続柄が確認できるもの）等

⑩
産後休業の取得状況が確認できる資
料（産後休業に引き続き育児休業を
取得する場合のみ）

出勤簿、タイムカード、休暇簿等

⑪
業務代替職員への代替手当の支給額
を確認できる資料

賃金台帳の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（手
当支給等(育児休業)）の支給決定を受けていること

③ 業務の見直し・効率化のための取組を実施していること

次の取組を実施する必要があります。
・以下のいずれかを実施し、その結果を国の両立支援等助成金の支給申請書で確認できること
①業務の一部の休止・廃止
②手順・工程の見直し等による効率化、業務量の減少
③マニュアル等の作成による業務、作業手順の標準化

・育児休業取得者の担当業務について、休業期間中の分担を明確にし、業務代替者の上司や
人事労務担当者が、業務代替者に対して、代替業務の内容、賃金について面談により説明
していること

・業務代替者が業務を代替する期間（業務代替期間）の開始日までに実施する必要があります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP97
を御確認ください。

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「育休中等業務代替支援コース（手当支給等
（育児休業））」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定を受けている
ことが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

②
対象労働者（育児休業取得者）の業務を、事業主が雇用する労働者
（業務代替者）に代替させていること

・業務を代替する者(業務代替者)は複数人いても構いません。また、育児休業期間のうちの
一部期間のみ代替する場合も対象となります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP97
を御確認ください。
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④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

以下の取組を実施する必要があります。
・「業務代替手当」「特別業務手当」「応援手当」など、代替業務に対応した賃金制度を労働協約
または就業規則に規定していること
※当該手当は、労働時間に応じて支給されるものではなく、代替する職務内容を評価する

ものである必要があります。
※業務代替者が業務を代替する期間の開始日までに実施する必要があります。

・規定した賃金制度に基づき、業務代替者の賃金が増額されていること
※当該賃金については、業務代替者全員に支払われた総額で１万円（業務代替期間が１か月

に満たない場合は、業務代替期間１日（暦日）につき500円と比較して、いずれか低い方）
以上増額されていることが必要です。

⑤ 対象労働者に７日以上の育児休業を取得させたこと

・対象となる育児休業（※）は、令和６年１月１日以降に開始するものである必要があります。
（※）産後休業から連続して育児休業を取得する場合は、産後休業の開始日で判定します。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP98
を御確認ください。

・産後休業から連続して育児休業を取得する場合は、産後休業を含めて７日以上となっていれ
ば対象となります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP97
を御確認ください。

⑥ 育児休業制度などを労働協約または就業規則に定めていること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP99
を御確認ください。

・対象労働者の育児休業開始の前日までに、以下の制度すべてを定めている必要があります。
（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけでは認められません。）
①育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業

※育児・介護休業法第９条の２に規定する出生時育児休業（産後パパ育休）を含む。
②育児・介護休業法第23条に定める育児のための所定労働時間の短縮措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必
要があります。

・育児休業及び育児のための短時間勤務制度に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約
または就業規則に規定され、その規定の範囲内で運用していることが必要です。

※育児休業等の期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用
だけでなく規定化されている必要があります。

・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。
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⑦
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP99
を御確認ください。

・一般事業主行動計画とは、次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育
ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働
条件の整備などに取り組むに当たって、（1）計画期間、（2）目標、（3）目標達成のための対策
及びその実施時期を定めるものです。
https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html

・一般事業主行動計画は、申請時点において有効である（申請日が行動計画の期間内に含まれ
ている）必要があります。

・当該行動計画は、支給申請日までに、策定、届出、公表及び周知されている必要があります。

・プラチナくるみん認定を受けている事業主は、行動計画の策定・届出がなくても支給対象と
なります。

⑧
育児休業取得者を原職等に復帰させる旨を労働協約または就業規則
に定めていること

・育児休業取得者の職場復帰までに規定している必要があります。

⑨ 育児休業終了後、対象労働者を原則として原職等に復帰させたこと

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP100
を御確認ください。

※本要件は、育児休業期間が１か月以上である場合に適用されます。

・原職とは、休業前に就いていた部署(※)と同一の部署であり、かつ同一の職務であることを
言います。
※ 「部署」とは組織の最小単位を言い、例えば、「○○係」や「○○課」などです。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP100
を御確認ください。

※本要件は、育児休業期間が１か月以上である場合に適用されます。

・原職への復帰でなくても、「原職相当職」への復帰であれば、支給対象となります。

・育児休業後の職制上の地位が、休業前を下回っていないことが必要です。

・本人の希望により原職等以外で復帰する場合であっても、当該希望が面談記録等により確認
できれば、支給対象となります。
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⑩
対象労働者を原職等に復帰した日から支給申請日までの３か月以上
継続した期間について、雇用保険被保険者として雇用していること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP101
を御確認ください。

・期間内に解雇・退職している場合や、継続雇用していても雇用保険被保険者でなくなった
場合には対象となりません。

・当該３か月間の間に雇用形態や給与形態の不合理な変更を行っている場合は、対象外と
なります。

・当該３か月間は、５割以上就業している必要があります。

※本要件は、育児休業期間が１か月以上である場合に適用されます。
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〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる育児休業は、令和７年度以前から継続している休業も対象とし
ます。

＜イメージ＞

育児休業

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、育児休業を取得し、当該期間に既存
職員に業務代替手当を支給した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から
同年９月３０日までの６か月間となります。

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
40万円（＠8万円×５か月） という事例を想定

＜補助基準額＞
66.5万円（補助要綱より、1月当たり13.3万円×５か月 という計算）

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
30万円
※育児休業等業務代替支援コース（手当支給等（育児休業））では、支給した手当の総額の

４分の３（10万円／月が上限） の支給となっている。
⇒ 40万円×3/4＝30万円（上限50万円）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ 1０万円

40万円 30万円

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について
・育児休業期間が１か月未満の場合は、育児休業終了日の翌日から２か月以内
・育児休業期間が１か月以上の場合は、２回に分割して申請が可能（ ①育児休業期間が
１か月経過する日の翌日から２か月以内、②育児休業終了日の翌日から３か月が経過
する日の翌日から２か月以内）

・育児休業期間が１年以上の場合は、複数回に分けて申請（①育児休業期間が１か月経過す
る日の翌日から２か月以内、②育児休業期間が１年経過する日の翌日から２か月以内等）

令和８年３月31日に出産。４月１日から同年５月26日まで産後休業を取得し、
引き続き同年８月３１日までの育児休業を取得した職員の代替として既存職員
に業務代替手当を支給した場合 ※産後休業と育児休業を合わせて５か月取得
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〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３① 申請額内訳書【新規雇用（介護休業・育児休業）

① ②

③
④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

①育児休業を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④育児休業を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤育児中の子の情報を記載
⑥産後休業及び育児休業の取得期間を記載

※添付資料（育児休業申出書等）と一致している必要があります。
⑦業務代替期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容に

合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑧代替期間（月数）は、時期によって代替する職員が異なっていたとしても、通算での代替期間を

記入してください。また、１つの月に複数の職員が代替していたとしても重複カウントはしません。
⑨手当支払額は、賃金台帳の内容と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。
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〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（手当支給等：短時間勤務））の支給決定を受けていること

②
対象労働者の業務を、事業主が雇用する労働者（業務代替者）に代
替させていること

※

③
業務の見直し・効率化のための取組を、いずれも対象労働者の短時
間勤務制度利用期間における業務代替期間開始日の前日までに実施
すること

※

④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

※

⑤
対象労働者が合計15日以上の介護のための短時間勤務制度を利用し
たこと

※

⑥
対象労働者を利用開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者とし
て継続して雇用していること

※

⑦
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

※

※印の要件は、国の両立支援等助成金の介護離職防止支援コース（業務代替支援）で設定されて
いる要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要件にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替手当の支給額）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

・補助基準額

・国の両立支援等助成金の支給相当額

3０千円

７ 業務代替手当の支給（介護短時間勤務）

１か月当たり40千円
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〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
休業等を取得する者の制度取得前の
所定労働時間、就業日数等が確認で
きる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
休業等を取得した事実及び取得期間
が確認できるもの

介護休業申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
休業等対象者の家族が介護状態であ
ることが確認できる資料

介護保険被保険者証、医師等が交付す
る証明書類の写し等

⑩
短時間勤務取得職員の1日の所定労
働時間が確認できる資料

取得後の雇用契約書、労働条件通知書、
短時間勤務申出書・承認書等

⑪
業務代替職員への代替手当の支給額
を確認できる資料

賃金台帳の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、介護離職防止支援コース（業務代
替支援（手当支給等：短時間勤務））の支給決定を受けていること

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「介護離職防止支援コース（業務代替支援
（手当支給等：短時間勤務）」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定
を受けていることが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

③
業務の見直し・効率化のための取組を、いずれも対象労働者の短時
間勤務制度利用期間における業務代替期間開始日の前日までに実施
すること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP63
を御確認ください。

②
対象労働者の業務を、事業主が雇用する労働者（業務代替者）に代
替させていること

以下の取組を実施する必要があります。
・次のいずれかを実施し、その結果を国の両立支援等助成金の支給申請書で確認できること
①業務の一部の休止・廃止
②手順・工程の見直し等による効率化、業務量の減少
③マニュアル等の作成による業務、作業手順の標準化

・短時間勤務取得者の担当業務について、期間中の分担を明確にし、業務代替者の上司や
人事労務担当者が、業務代替者に対して、代替業務の内容、賃金について面談により説明
していること

業務を代替する者（業務代替者）は次の①と②を満たしている必要があります。
①採用日が、対象労働者の対象家族の要介護の事実を事業主が知った日以前であること
②業務代替期間が、短時間勤務期間のうち合計15日以上であること

※業務代替者が複数人いる場合は１人につき合計１５日以上の業務代替期間が必要

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP62
を御確認ください。
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⑤
対象労働者が合計15日以上の介護のための短時間勤務制度を利用し
たこと

・当該15日とは、所定労働日に対する日数です。例えば、土曜日及び日曜日が所定休日である
労働者について、土曜日と日曜日はカウントしません

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP64
を御確認ください。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP64
を御確認ください。

⑥
対象労働者を利用開始日から支給申請日まで雇用保険被保険者とし
て継続して雇用していること

④
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

以下の取組を実施する必要があります。
・「業務代替手当」「特別業務手当」など、代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業
規則に規定していること
※当該手当は、労働時間に応じて支給されるもの（例：時間外労働に対する手当）ではなく、

代替する職務内容を評価するものである必要があります。
※対象労働者の短時間勤務開始日の前日までに規定する必要があります。

・規定した賃金制度に基づき、業務代替者の賃金が増額されていること
※業務代替期間（短時間勤務期間のうち合計15日以上）における賃金が、１人につき１日

（暦日）当たり150円以上または１月当たり３千円以上のうち、いずれか低い方の額以上
増額されている必要があります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP63
を御確認ください。

・1日の所定労働時間を１時間以上短縮する短時間勤務制度が対象となります。
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〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる介護休業は、令和７年度以前から継続している休業も対象とし
ます。

＜イメージ＞

介護短時間勤務

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、介護短時間勤務を取得し、当該期間に
既存職員に業務代替手当を支給した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から
同年９月３０日までの６か月間となります。

⑥
介護休業制度及び所定労働時間の短縮等の措置を労働協約または就
業規則に定めていること

・以下の制度を定めている必要があります。（育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけ
では認められません。）

育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業
育児・介護休業法第23条第３項に規定する所定労働時間の短縮等の措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必要
があります。

・介護休業に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約または就業規則に規定され、その規
定の範囲内で運用していることが必要です。
※当該休業等期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用だけ

でなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文
化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

・対象労働者の介護休業開始前に規定されている必要があります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP64
を御確認ください。

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について

申請期限は、対象となる介護短時間勤務終了日の翌日から２か月以内となっています。
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〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
15万円（＠3万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、介護短時間勤務を取得した
職員の代替として既存職員に業務代替手当を支給した場合

＜補助基準額＞
20万円（補助要綱より、1月当たり4万円×５か月 という計算）

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
3万円
※介護離職防止コース（業務代替支援（手当支給等（短時間勤務）））では、3万円の支給と

なっている。（支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP28参照）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ 12万円

15万円 3万円

〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３④ 申請額内訳書【手当支給（介護短時間勤務・育児短時間勤務）】

① ②

③
④

⑤

⑥⑦

⑧ ⑨

⑩

①介護短時間勤務を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④介護短時間勤務を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤被介護者の情報を記載
⑥介護短時間勤務の取得期間を記載 ※添付資料（介護短時間勤務申出書等）と一致している必要

があります。
⑦業務代替期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容に

合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑧代替期間（月数）は、時期によって代替する職員が異なっていたとしても、通算での代替期間を

記入してください。また、１つの月に複数の職員が代替していたとしても重複カウントはしません。
⑨手当支払額は、賃金台帳の内容と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。 49



〇補助要件

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（手
当支給等(短時間勤務））の支給決定を受けていること

②
３歳未満の子を養育する労働者が、育児のための短時間勤務制度を
１か月以上利用したこと

※

③
育児のための短時間勤務制度利用者の業務を、事業主が雇用する労
働者(業務代替者)に代替させていること

※

④ 業務の見直し・効率化のための取組を実施していること ※

⑤
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

※

⑥
対象制度利用者を、短時間勤務制度の利用開始日及び支給申請日に
おいて、雇用保険被保険者として雇用していること

※

⑦
育児のための短時間勤務制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

※

⑧
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※

※印の要件は、国の両立支援等助成金の育休中等業務代替支援コース（手当支給等(短時間勤
務））で設定されている要件となりますので、国の上乗せ補助という性質上、本補助事業の要
件にもなります。
詳細については、国が作成の「両立支援等助成金支給申請の手引き」等で御確認ください。

〇補助額
補助基準額と補助対象経費の実支出額（業務代替手当の支給額）を比較して低い方の額から、
国の両立支援等助成金の支給相当額を差し引いた金額

・補助基準額

・国の両立支援等助成金の支給相当額

８ 業務代替手当の支給（育児短時間勤務）

１か月当たり40千円

業務代替者に支給した手当の総額の３/４
※10万円/月が助成金の上限 ※代替期間24か月分まで対象

50



〇申請に必要な書類

書類 備考

①
補助金交付申請書（第1号様式）、
申請総括表（第1号様式の2）、
申請額内訳書（第1号様式の3）

（記載例を参考に必要事項を記入）

② 就業規則等の写し
申請する休業等の制度の内容が明記さ
れている箇所

③
短時間勤務を取得する者の制度取得
前の所定労働時間、就業日数等が確
認できる資料

労働条件通知書、雇用契約書の写し等

④
短時間勤務を取得した事実及び取得
期間が確認できるもの

育児短時間勤務申出書等

⑤
業務代替職員の就業実績が確認でき
る資料

出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写
し等

⑥
国の両立支援等助成金の支給決定通
知書の写し

（申請中で支給決定前の場合は決定次
第提出）

⑦
国の両立支援等助成金の支給申請書
の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑧
国の両立支援等助成金の支給要件確
認申立書の写し

（控えがない、電子申請で印刷が困難
等により提出困難な場合は、申立書を
提出）

⑨
取得対象者が育児中であることが確
認できる資料

母子健康手帳、住民票の写し等

⑩
短時間勤務取得職員の1日の所定労
働時間が確認できる資料

取得後の雇用契約書、労働条件通知書、
短時間勤務申出書・承認書等

⑪
業務代替職員への代替手当の支給額
を確認できる資料

賃金台帳の写し等
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〇補助要件の詳細

①
国の両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コース（手
当支給等(短時間勤務））の支給決定を受けていること

・本メニューについては、国の両立支援等助成金の「育休中等業務代替支援コース（手当支給等
(短時間勤務））」の上乗せで補助することとなりますので、当該コースの支給決定を受けてい
ることが補助の条件となります。

・両立支援等助成金と本メニューを同時に申請することに差し支えありません。両立支援等助
成金が支給決定前の場合は、決定後に本メニューの補助金交付決定を行いますので、両立支
援等助成金の支給決定通知書が交付され次第、通知書の写しを御提出願います。

④ 業務の見直し・効率化のための取組を実施していること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP115
を御確認ください。

③
育児のための短時間勤務制度利用者の業務を、事業主が雇用する労
働者(業務代替者)に代替させていること

次の取組を実施する必要があります。
・以下のいずれかを実施し、その結果を国の両立支援等助成金の支給申請書で確認できること
①業務の一部の休止・廃止
②手順・工程の見直し等による効率化、業務量の減少
③マニュアル等の作成による業務、作業手順の標準化

・短時間勤務取得者の担当業務について、期間中の分担を明確にし、業務代替者の上司や
人事労務担当者が、業務代替者に対して、代替業務の内容、賃金について面談により説明
していること

・業務代替者が業務を代替する期間（業務代替期間）の開始日までに実施する必要があり
ます。

・業務を代替する者(業務代替者)は複数人いても構いません。
また、短時間勤務制度利用期間のうち一部期間のみ代替する場合も対象となります。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP114
を御確認ください。

②
３歳未満の子を養育する労働者が、育児のための短時間勤務制度を
１か月以上利用したこと

・対象となる短時間勤務制度は、１日の所定労働時間が７時間以上の労働者（かつ所定労働時
間が７時間未満となる日が１週ごとに２日以内）について、１日の所定労働時間を１時間以上
短縮している制度である必要があって、労働協約または就業規則に規定された制度の範囲
内である必要があります

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP112
を御確認ください。

・対象となる短時間勤務制度の利用は、令和６年１月１日以降に開始するものである必要が
あります。
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※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP116
を御確認ください。

⑥
対象制度利用者を、短時間勤務制度の利用開始日及び支給申請日に
おいて、雇用保険被保険者として雇用していること

⑤
代替業務に対応した賃金制度を労働協約または就業規則に定め、制
度に基づき業務代替期間における業務代替者の賃金が増額されてい
ること

以下の取組を実施する必要があります。
・「業務代替手当」「特別業務手当」「応援手当」など、代替業務に対応した賃金制度を労働協約
または就業規則に規定していること
※当該手当は、労働時間に応じて支給されるものではなく、代替する職務内容を評価する

ものである必要があります。
※業務代替者が業務を代替する期間（業務代替期間）の開始日までに実施する必要があり

ます。
・規定した賃金制度に基づき、業務代替者の賃金が増額されていること
※当該賃金については、業務代替者全員に支払われた総額で３千円（業務代替期間が１か月

に満たない場合は、業務代替期間１日（暦日）につき150円と比較して、いずれか低い方）
以上増額されていることが必要です。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP115
を御確認ください。

⑦
育児のための短時間勤務制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

対象労働者の育児短時間勤務開始の前日までに、以下の制度すべてを定めている必要があり
ます。 （育児・介護休業法に準拠する旨の規定を置くだけでは認められません。）
・育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業

※育児・介護休業法第９条の２に規定する出生時育児休業（産後パパ育休）を含む。
・育児・介護休業法第23条に定める育児のための所定労働時間の短縮措置

※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必
要があります。

・育児休業及び育児のための短時間勤務制度に係る手続や賃金の取扱等について、労働協
約または就業規則に規定され、その規定の範囲内で運用していることが必要です。
※短時間勤務制度利用中の短縮期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合

でも、実際の運用だけでなく規定化されている必要があります。
・常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、制度が明文

化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP116
を御確認ください。

53



〇支給対象時期について

・本メニューの補助対象となる介護休業は、令和７年度以前から継続している休業も対象とし
ます。

＜イメージ＞

育児短時間勤務

R8.2.1 R8.9.30R8.4.1

R7年度 R8年度

補助対象補助対象外

令和８年２月１日から同年９月３０日までの８か月間、育児短時間勤務を取得し、当該期間に
既存職員に業務代替手当を支給した場合、本補助金の補助対象経費は、令和８年４月１日から
同年９月３０日までの６か月間となります。

⑧
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
労働局に届け出ていること

※本要件は、国の両立支援等助成金の申請に当たり設定されている要件となりますので、
詳細については両立支援等助成金の支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP116
を御確認ください。

・一般事業主行動計画とは、次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育
ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働
条件の整備などに取り組むに当たって、（1）計画期間、（2）目標、（3）目標達成のための対策
及びその実施時期を定めるものです。
https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html

・一般事業主行動計画は、申請時点において有効である（申請日が行動計画の期間内に含まれ
ている）必要があります。

・当該行動計画は、支給申請日までに、策定、届出、公表及び周知されている必要があります。

・プラチナくるみん認定を受けている事業主は、行動計画の策定・届出がなくても支給対象と
なります。

〇（参考）国の両立支援等助成金の申請期限について

・育児短時間勤務利用期間が１年未満の場合は、①制度利用初日から起算して１か月を経
過する日の翌日から２か月以内、②制度利用期間中に子が３歳に達した場合には、子が
３歳に達する日を含む月の最終日の翌日から２か月以内 の２回に分割して申請が可能

・制度利用期間が１年以上の場合、①制度利用初日から起算して１か月を経過する日の翌
日から２か月以内、②制度利用期間の初日から起算して１年を経過する日の翌日から２
か月以内、③制度利用期間の初日から起算して２年を経過する日の翌日から２か月以内
等、複数回に分割して申請が可能

・３歳に到達する前に制度利用を終了した場合、制度利用期間の最終日の翌日から２か月
以内に申請が可能 54



〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
15万円（＠3万円×５か月） という事例を想定

令和８年４月１日から同年８月３１日までの５か月間、育児短時間勤務を取得した
職員の代替として既存職員に業務代替手当を支給した場合

＜補助基準額＞
20万円（補助要綱より、1月当たり4万円×５か月 という計算）

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ー

両立支援等助成金
の支給相当額 ≔ 3.8万円

15万円 11.2万円

〇本補助金の申請書類の記載例
第１号様式の３④ 申請額内訳書【手当支給（介護短時間勤務・育児短時間勤務）】

① ②

③
④

⑤

⑥⑦

⑧ ⑨

⑩

①育児短時間勤務を取得する職員氏名を記載
②所属事業所、事業種別（実施要綱別表・本手引きP2に記載のもの）、所在自治体を記載
③労働条件通知書と整合する形で、標準的な労働時間を記載
④育児短時間勤務を取得する職員の職種（補助要綱第４（２）・本手引きP2に記載のもの）を記載
⑤育児中の子の情報を記載
⑥育児短時間勤務の取得期間を記載 ※添付資料（育児短時間勤務申出書等）と一致している必要

があります。
⑦業務代替期間は、始期は令和８年４月１日以降、終期は国の両立支援等助成金の申請内容に

合わせてください。（令和７年度以前の経費は補助対象外となります。）
⑧代替期間（月数）は、時期によって代替する職員が異なっていたとしても、通算での代替期間を

記入してください。１つの月に複数の職員が代替していたとしても月数の重複カウントはしません。
⑨手当支払額は、賃金台帳の内容と一致している必要があります。
⑩国事業助成相当額が、国に申請した内容や制度に則って計算された金額と一致している必要

があります。

＜国の両立支援等助成金の支給相当額＞
11.2万円
※育児休業等業務代替支援コース（手当支給等（育児休業））では、支給した手当の総額の

４分の３（3万円／月が上限） の支給となっている。
（支給申請の手引き（2026（令和８）年度版）のP28参照）
⇒ 15万円×3/4＝11.2万円（上限15万円）
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〇補助要件

① 本補助金において、代替職員の雇用を行っていること。

〇補助額

９ 求人広告費

補助基準額（100千円）と補助対象経費の実支出額を比較して低い方の額

※本メニューは、都の単独補助となります。

〇申請に必要な書類

書類 備考

① 申請額内訳書（第1号様式の4） （記載例を参考に必要事項を記入）

②
代替職員の雇用に要する求人広告費
等が確認できる資料

領収書等

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
15万円

代替職員の採用に当たり、広告費として15万円を支出した場合

＜補助基準額＞
10万円

・本メニューは、本補助金の代替職員の雇用に係る補助メニューを申請した際の加算補助と
なります。

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ≔ 1０万円

10万円
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〇本補助金の申請書類の記載例

①

②

①支出した（支出見込みの）経費の項目及び実施内容を具体的に記載
②支出額（今後支出予定の場合は見込額）を記載

第１号様式の３⑤ 申請額内訳書【求人広告費、職場環境改善経費】
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〇補助要件

①
本補助金において、代替職員の雇用または業務代替手当の支給を
行っていること。

②
「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業」の申請を行い「仕事と
育児・介護が両立できる取組を実施している」を達成していること

〇補助額

10 職場環境改善経費

補助基準額（100千円）と補助対象経費の実支出額を比較して低い方の額

※本メニューは、都の単独補助となります。

〇申請に必要な書類

書類 備考

① 申請額内訳書（第1号様式の4）
（記載例を参考に必要事項を
記入）

② 職場環境改善経費の内容が確認できる資料 領収書等

③
職場宣言事業において「仕事と育児・介護が
両立できる取組を実施している」を達成して
いる又は見込みであることを確認できる資料

HP（情報サイト「ふくむす
び」）の該当部分の写し、申
立書等

・本メニューは、本補助金の代替職員の雇用または業務代替手当の支給に係る補助メニューを
申請した際の加算補助となります。
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〇補助要件の詳細

②
「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業」の申請を行い「仕事と
育児・介護が両立できる取組を実施している」を達成していること

・「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」とは、働きやすい職場づくりに取り組むことを宣言
する福祉事業所の情報を学生や求職者に広く公表することで、人材の確保と定着を応援
する制度です。
https://www.fukushijinzai.metro.tokyo.lg.jp/sengen_tokusetsu/

・東京都では、働きやすさの指標となる項目を明示した「働きやすい福祉の職場ガイドライン」
を策定し、このガイドラインを踏まえた職場づくりに取り組む事業所を「TOKYO働きやすい
福祉の職場宣言事業所」として、情報サイト「ふくむすび」で公表しています。

・本補助事業の当該経費の補助に当たっては、ガイドラインの項目の一つである「仕事と育児・
介護が両立できる取組を実施している」を達成していることを要件としています。
宣言の実施及び公表に当たっては、別途申請が必要となります。

・本補助メニューの申請段階で宣言を行っていない場合は、当該年度中（実績報告書の提出
段階）で宣言を完了させることを条件に本補助メニューへの申請を可能とします。
その際、職場宣言に申請することを確約する「申立書」を御提出いただきます。

〇本補助金の申請書類の記載例

①

②

第１号様式の３⑤ 申請額内訳書【求人広告費、職場環境改善経費】

〇本補助金の支給例

＜実際に支出した費用＞
６万円

代替職員の採用に当たり、職場環境改善経費として６万円を支出した場合

＜補助基準額＞
10万円

補助基準額

補助対象経費
の実支出額

低い方
の金額 ≔ ６万円

６万円

①支出した（支出見込みの）経費の項目及び実施内容を具体的に記載
②支出額（今後支出予定の場合は見込額）を記載
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第１号様式（申請書）

①法人の所在地、法人名、代表者の職・氏名を記載
②補助金交付申請額は、第１号様式の２（申請総括表）の合計金額と一致させてください。
③本補助金に係る連絡窓口となる担当者の方の連絡先を記載

①

②

③

交付申請書の記載例
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第１号様式の２（申請総括表）

①法人名称や事業内容を記載
②常勤職員雇用数を記載（補助要件として、介護休業の場合は100人以下である必要があります。）
③休業等を取得する職員の氏名、休業等区分、業務代替区分、交付申請額について、第１号様式３①

の内容と一致するようにしてください。
④合計金額は、代替職員の雇用経費やその他経費を全て足しあげた数字を記載してください。

①

②

③

④

61



提出書類の詳細

１ 就業規則等の写し

職員に育児や介護に関する休業や短時間勤務を取得させる際には、当該制度について就業規則
や労働協約（従業員が10未満の事業所は、制度を明文化し周知しているもの）に定める必要があ
ります。
また、既存職員に業務代替手当を支給する場合、当該手当について規定する必要があります。

そのため、本補助金の申請に当たっては、該当する休業・短時間勤務制度、業務代替手当について
定めた就業規則等の該当部分の写しを御提出願います。

なお、これから新たに規定整備を行う場合は、国の両立支援等助成金の「支給申請の手引き」に
各種規定例が掲載されています。詳細は以下ホームページより御確認ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/001716063.pdf

育児・介護休業等に関する就業規則については、厚生労働省の以下ＨＰも御参照ください。

就業規則への記載はもうお済みですか－育児・介護休業等に関する規則の規定例－［詳細版］
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html

就業規則等の規定整備については、社会保険労務士に相談することも考えられます。その際、国
の両立支援等助成金の「育休中等業務代替支援コース」では、業務体制整備経費として、労務コン
サルを外部の専門事業者に委託した場合に助成対象となり得ます。詳細は、国の両立支援等助成
金の支給申請の手引き等で御確認ください。
また、本補助金の職場環境改善経費（上限１0万円）においても補助対象となり得ます。
そのほか、一般的な労働相談窓口に相談する方法も考えられます。

２ 休業等を取得する者の制度取得前の所定労働時間、就業日数等
が確認できる資料

休業や短時間勤務制度を取得する職員が、取得前において適切な勤務日数、勤務時間のもと
で当該職場に従事していたことを確認する必要があります。

＜提出が必要な場合＞
全ての申請において提出が必要です。

＜提出書類＞
【育児休業、介護休業の場合】
当該休業制度について定めた就業規則等の該当箇所の写し

【介護短時間勤務、育児短時間勤務の場合】
当該短時間勤務制度について定めた就業規則等の該当箇所の写し

【既存職員に業務代替手当を支給する場合】
当該業務代替手当について定めた就業規則等の該当箇所の写し
（手当の内容や金額が確認できるもの）

＜提出が必要な場合＞
全ての申請において提出が必要です。

＜提出書類＞
対象職員の雇用契約書、労働条件通知書、勤務シフト表 など
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３ 休業等を取得した事実及び取得期間が確認できるもの

対象職員が取得した休業や短時間勤務の種別や取得期間を客観的に確認する必要があります。

４ 業務代替職員の就業実績が確認できる資料

業務代替職員を新たに雇用する場合でも、既存職員に業務代替手当を支給する場合でも、休業
等取得職員の業務を代替した職員の就業実績（業務代替の実績）を確認する必要があります。

＜提出が必要な場合＞
全ての申請において提出が必要です。

＜提出書類＞
取得する休業等の種別に応じて該当する書類を御提出ください。
・介護休業申出書
・育児休業申出書
・介護短時間勤務申出書
・育児短時間勤務申出書 等
※取得する休業等の種別及び取得期間が明確に分かるもの

＜提出が必要な場合＞
全ての申請において提出が必要です。

＜提出書類＞
・出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写し 等
※業務を代替した職員の代替期間における勤務実績が分かるもの

５ 国の両立支援等助成金の支給決定通知書の写し

本補助金については、国の両立支援等助成金の支給決定を受けている事実を確認した上で交付
決定を行います（都の単独補助のメニューを除く。）。
そのため、両立支援等助成金の支給決定通知書の写しの御提出をお願いします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（育児休業）
・手当支給（介護休業） ・手当支給（育児休業）
・手当支給（介護短時間勤務） ・手当支給（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
両立支援等助成金の支給決定通知書の写し
※支給決定通知書を紛失した、手元にないといった場合は、支給決定の事実を確認

できるその他資料の有無について確認させていただきますので、コールセンター
までお問い合わせくださいますようお願いいたします。
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７ 休業等対象者の家族が介護状態であることが確認できる資料

介護休業や短時間勤務を取得する職員の家族が介護状態であることを客観的に確認する必要
があります。
そのため、家族の介護状態について確認できる資料の御提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（介護短時間勤務）
・手当支給（介護休業） ・手当支給（介護短時間勤務）

＜提出書類＞
・介護保険被保険者証、医師等が交付する証明書類など
※要介護認定が支給申請時までに出ていない場合は、自治体あてに提出した介護認

定に係る申請書類などでも可
※該当する書類がない場合は、コールセンターまでお問い合わせくださいますよう

お願いいたします。

８ 休業等対象者が育児中であることが確認できる資料

育児休業や短時間勤務を取得する職員が育児中であることを客観的に確認する必要がありま
す。
そのため、育児中であることについて確認できる資料の御提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（育児休業） ・代替職員の雇用（育児短時間勤務）
・手当支給（育児休業） ・手当支給（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
母子健康手帳（出生届出証明の自治体の押印がされているページの写し）、住民票
の写し等（対象となる子供の生年月日や対象職員との続柄が分かるもの。住民票
コードやマイナンバーの記載がないもの）

６ 国の両立支援等助成金の支給申請書、支給要件確認申立書の写し

国の交付決定通知書には助成金の内訳等の詳細内容が含まれないため、実際に申請された
内容を確認させていただきます。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（育児休業）
・手当支給（介護休業） ・手当支給（育児休業）
・手当支給（介護短時間勤務） ・手当支給（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
・両立支援等助成金の支給申請書の写し
・両立支援等助成金の支給要件確認申立書の写し
※上記書類の写しを取っていない、紛失した、電子申請で行っており書類の印刷ができ

ないといった場合は、両立支援等助成金に申請している旨の「申立書」を御提出いた
だきますようお願いいたします。
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11 代替職員の雇用等開始時期が確認できる資料

新たに雇用等した代替職員の雇用等の開始が、対象職員の休業等の事由が発生した以降である
ことを確認する必要があります。代替職員の雇用等開始時期を確認できる資料の提出をお願い
いたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（育児休業）
・代替職員の雇用（介護短時間勤務） ・代替職員の雇用（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
・労働条件通知書、辞令、人材派遣の契約書の写し等

９ 産後休業の取得状況が確認できる資料

産後休業に引き続き育児休業を取得する場合、産後休業期間についても補助の対象となります。
そのため、産後休業の取得状況を確認できる資料の御提出をお願いいたします。

※産後休業とは、労働基準法上、出産を終えた女性に取得させることが義務付けられている
休業です。産後休業期間は、出産日の翌日から８週間となります。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合で、対象職員が産後休業に引き続き育児休業を取得
する場合
・代替職員の雇用（育児休業） ・手当支給（育児休業）

＜提出書類＞
・出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写し 等
※産後休業の取得実績が分かるもの

10 短時間勤務取得職員の1日の所定労働時間が確認できる資料

補助制度上、対象となる短時間勤務について、１日の所定労働時間を１時間以上短縮するものと
していることから、短時間勤務取得後の所定労働時間を確認できる資料の御提出をお願いいたし
ます。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護短時間勤務） ・代替職員の雇用（育児短時間勤務）
・手当支給（介護短時間勤務） ・手当支給（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
・取得後の雇用契約書、労働条件通知書、短時間勤務申出書・承認書等
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13 代替職員に支払った給料等の金額が確認できる資料

補助対象経費となる代替職員への給料や人材派遣料の金額を客観的に確認するため、金額が明
示された資料の提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（育児休業）
・代替職員の雇用（介護短時間勤務） ・代替職員の雇用（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
・代替職員の賃金台帳の写し、派遣会社の請求書・領収書の写し等

14 業務代替職員への代替手当の支給額を確認できる資料

既存職員に業務代替手当を支給する場合、補助対象経費となる手当の詳細内容や支給額を客観
的に確認するため、手当の内容や金額が明示された資料の提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
・手当支給（介護休業） ・手当支給（育児休業）
・手当支給（介護短時間勤務） ・手当支給（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
・賃金台帳の写し等
※賃金台帳からは、業務代替手当以外の手当等と合算した数字しか記載がない等

業務代替手当の金額が確認できない場合は、業務代替手当と他の手当の内訳を
記載した補足資料を合わせて提出するなど、業務代替手当の金額が資料上特定
できるようにしてください。

12 代替職員の所定労働時間が確認できる資料

新たに雇用等した代替職員の勤務条件について確認するため、代替職員の１日当たりの所定労
働時間が確認できる資料の提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・代替職員の雇用（介護休業） ・代替職員の雇用（育児休業）
・代替職員の雇用（介護短時間勤務） ・代替職員の雇用（育児短時間勤務）

＜提出書類＞
労働条件通知書、人材派遣の契約書の写し等
※代替職員の１日当たりの所定労働時間が明示されているもの
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15 代替職員の雇用に要する求人広告費等が確認できる資料

代替職員の雇用に当たって支出した求人広告費等の支出内容と金額が確認できる資料の提出
をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・求人広告費

＜提出書類＞
・該当する経費に係る見積書、請求書、領収書の写し等
※支出した事実が分かる書類及び支出内容が分かる書類の両方の提出をお願いいた

します。

16 職場環境改善の取組に要する経費が確認できる資料

職場環境改善の取組として支出した経費が確認できる資料の提出をお願いいたします。

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・職場環境改善経費

＜提出書類＞
・該当する経費に係る見積書、請求書、領収書の写し等
※支出した事実が分かる書類及び支出内容が分かる書類の両方の提出をお願いいた

します。

17 「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業」において「仕事と育
児・介護が両立できる取組を実施している」を達成している又は
見込みであることを確認できる資料

職場環境改善経費の申請に当たっては、「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業」において職
場宣言の申請を行い、働きやすい福祉の職場ガイドライン」の項目「仕事と育児・介護が両立でき
る取組を実施している」を達成済または今後達成することを条件としています。
そのため、本項目を達成済または達成見込みであることを確認できる資料の提出をお願いいた

します。
なお、職場宣言事業に係る具体的な申請手続については、以下ホームページより御確認くださ

い。
https://www.fukushijinzai.metro.tokyo.lg.jp/sengen_tokusetsu/

＜提出が必要な場合＞
以下の区分の申請を行う場合
・職場環境改善経費

＜提出書類＞
・（宣言済の場合）宣言内容が公表されているホームページ（情報ポータルサイト「ふく
むすび」の該当ページを印刷したもの

・（未宣言の場合）当該年度中に宣言を行うことを確約した「申立書」
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